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研究成果の概要（和文）：本研究では、経済環境の変化がもたらす技術革新（および経済成長）と企業退出への
影響を分析することを目的として、企業の「市場への参入→生産活動と技術開発→市場からの退出」というライ
フサイクルを明示的に導入した経済成長モデルを構築した。
　この枠組みの下で、新技術を開発した企業の参入が直接既存企業の退出を意味する従来の見方では捉えること
ができない、より多様で複雑な技術開発と企業退出の関係を示すことができた。

研究成果の概要（英文）：We have constructed growth models, explicitly incorporating the firm life 
cycle of "entry -> production and R&D -> exit", in order to investigate the effects of the changes 
in the economic environment on the R&D activities (and growth) and the exit of firms.
    In this framework, we have derived more complex and diverse relationships between the R&D 
activities and the exit of firms, which cannot be captured from the conventional viewpoint that the 
entry of firms developing new technology directly leads to the exit of existing firms.

研究分野：経済成長理論

キーワード： 内生的成長理論　動学的産業モデル　退出
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
(1) 動学的産業均衡モデル 
近年の動学的産業均衡モデルの進展によ
り、経済環境の変化がどのように企業の市場
退出率と経済全体の資源配分に影響を及ぼ
すのかについて分析を可能とする枠組みが
提供されつつある（e.g. Melitz (2003)、
Asplund and Nocke (2006)）。 
他方、これらの研究は外生的な経済成長率
の下での分析であり、経済環境の変化が企業
の市場からの退出を通じて経済成長率にど
のような影響をおよぼすかについては十分
な分析ができていなかった。 
 
(2) 内生的経済成長モデル 
経済成長分野においても、内生的経済成長
モデルの確立と進展により、企業の市場から
の退出と経済成長と関係を分析が可能とな
る基礎が提供されている（e.g. Aghion and 
Howitt (1994)、Grossman and Helpman 
(1991)）。 
しかし、これらは新技術の開発に成功した
起業家の参入がそのまま既存企業の市場か
らの退出に結びつく単純な企業の参入・退出
構造を想定している。 
 
２．研究の目的 
 本研究では、「市場への参入→財の生産活
動・新技術の開発→市場からの退出」という
企業のライフサイクルを明示的に表現した
内生的経済成長モデルを構築する。そして構
築した枠組みの下で、経済環境の変化が企業
の市場からの退出と技術革新（および経済成
長）にどのような影響をおよぼすかについて
詳細に分析し、その特徴を明らかにすること
を目的とする。 
本研究では、主に以下の点に着目して研究
を進めた。 
 
(1) 新技術の開発に対する補助政策が企業
の市場退出率や経済成長率にどのよう
な影響をおよぼすか 

(2) 複数の競争促進政策（新企業の参入に対
する障壁の軽減および既存企業間の製
品市場競争の促進）が企業の市場退出率
と経済成長率にどのような影響をおよ
ぼすか 

(3) 貿易の自由化が企業の市場退出率と経
済成長率にどのような影響をおよぼす
か 

 
３．研究の方法 
(1) 基本モデルの構築 
まず基本モデルとなる企業の「市場への参
入→生産活動・新技術の開発→市場からの退
出」のライフサイクルを明示的に表現した内
生的経済成長モデルを構築・完成する。その
際、品質の向上と品種の拡大の２つの技術革
新を同時に考慮することにより経済の規模
効果を除去と成長政策の効果分析を両立さ

せている第二世代 R&D 成長モデル（e.g. 
Dinopoulos and Thompson (1998)、Howitt 
(1999)）の枠組みと企業のライフサイクルを
明示的に表現し経済環境の変化が企業の参
入・退出行動にどのような影響をおよぼすか
について分析している動学的産業均衡モデ
ル（e.g. Hopenhayn (1992)、Asplund and 
Nocke (2006)）の枠組みを基礎とし、それら
の統合を試みる。 

 
(2) 新技術の開発に対する補助政策の効果分
析 
構築した基本モデルを用いて、新技術の開
発に対する補助政策が企業の市場退出率と
経済成長率にどのような影響をおよぼすか
について分析する。 

 
(3) 競争政策の効果分析 
基本モデルを発展させ、新企業の市場への
参入に対する障壁の軽減や既存企業間の製
品市場競争の促進など複数の競争政策の効
果分析が可能となるモデルを構築する。モデ
ルが構築されれば、そのモデルの枠組みの下
で複数の競争促進政策が企業の市場退出と
経済成長にどのような影響をおよぼすかに
ついて分析する。 

 
(4) 貿易の自由化が与える影響の分析 
構築したモデルをさらに拡張し、貿易の自
由化が企業の市場退出率と経済成長率にど
のような影響をおよぼすかについて分析す
る。分析により得られた結果は、貿易の自由
化が企業の市場退出や生産性に対してどの
ような影響をおよぼすかについて分析を行
っている先行研究（e.g. Melitz (2003)）の結
果と比較し、両者の違いを検討し、その原因
を明らかにする。 
 
４．研究成果 
(1) 新技術の開発に対する補助政策が企業の
市場退出と経済成長におよぼす影響 
新技術の開発に対する補助政策により、経
済成長率は上昇する一方、企業の市場退出率
におよぼす影響は異時点間の代替の弾力性
の大きさにより異なることが明らかとなっ
た。より具体的には、異時点間の代替の弾力
性が 1より大きい場合は企業の市場退出率が
上昇し、異時点間の代替の弾力性が 1より小
さい場合、企業の市場退出率は低下すること
が示された。これは、新技術の開発に対する
補助政策が以下の相反する２つの効果を持
つためである。 

 
① 新技術の開発を促進することを通じ
て企業の収益率を高め、企業の市場
退出率を低める効果 
② 新企業の参入を誘発することにより、

1 企業当たりの市場占有率を低め、
それを通じて企業の収益率を低めて、
企業の市場退出率を高める効果 



 
上記のうち①の効果は、異時点間の代替の
弾力性が大きいほど、小さくなり、反対に異
時点間の代替の弾力性が小さいほど、大きく
なる。異時点間の代替の弾力性が 1より大き
い場合は、①の効果が②の効果を下回るため、
企業の市場退出率は上昇する。反対に異時点
間の代替の弾力性が 1より小さい場合は、①
の効果が②の効果を上回り、企業の市場退出
率が低下する。このように異時点間の代替の
弾力性の大きさにより、上記の２つの効果の
大小関係が変化し、新技術の開発に対する補
助政策が企業の市場退出率におよぼす影響
は異なってくるという結果が得られた。 

 
(2) 複数の競争促進政策（新企業の参入に対
する障壁の軽減および既存企業間の製品
市場競争の促進）が企業の市場退出と経
済成長におよぼす影響 
① 新企業の市場への参入に対する障壁
の軽減の影響 

新企業の市場への参入に対する障壁の軽
減は、企業の市場退出率を高めると同時に経
済成長率を低めるという結果が得られた。こ
の結果は、次のようなメカニズムにより生じ
る。新企業の参入に対する障壁の軽減は、新
企業の市場参入を増加させることにより、既
存企業の 1企業当たり市場占有率を低めるこ
ととなる。この既存企業の 1企業当たり市場
占有率の低下の結果、まず既存企業価値を低
め、これが企業の市場退出率の増加を引き起
こす。同時に既存企業の 1企業当たり市場占
有率の低下により、新技術の開発の限界価値
も低下するため、経済成長率も低下すること
となる。 
モデルから導かれた結果は、以上の通りで
あるが、現実の経済では新企業の市場への参
入に対する障壁の軽減は、経済成長率を高め
る要因ともなると考えられる。モデルから導
かれた結果と現実的直感との乖離をどのよ
うに埋め合わせるかについては今後より詳
細な検討が必要である。 

 
② 既存企業間の製品市場競争の促進の
影響 

既存企業間の製品市場競争の促進も、企業
の市場退出率を高めるという結果が得られ
た。これは、既存企業間の製品市場競争の程
度の上昇が既存企業の独占利潤を引き下げ
るためである。他方、経済成長への影響は、
既存企業間の製品市場競争の程度の上昇が
技術開発の限界価値に与える影響の正負に
よって決まる。具体的には、既存企業間の製
品市場競争の程度の上昇が経済成長率にお
よぼす影響は、以下の 3つの効果の大小関係
によって決まる。 

 
A 競争回避効果 
新技術の開発によって他企業から奪える
需要が増加する。これが新技術開発の限界価

値を高めることにより、経済成長を促進する
直接的効果。 

 
B 参入抑制効果 
既存企業間の製品市場競争の程度の上
昇は各企業の独占利潤を低めるため、新企
業の市場参入は減少する。他方、この新企
業の市場参入の減少は既存企業の 1企業当
たりの市場占有率を高めることとなる。こ
れが新技術開発の限界価値を高めること
で経済成長を促進する間接的効果。 

 
C 退出効果 
既存企業間の製品市場競争の程度の上昇
は既存企業の独占利潤を低めるため、企業の
市場退出率が増加する。これが新技術開発の
限界価値を低めることで経済成長を抑制す
る間接的効果。 

 
よって、上記の Aと Bの効果が Cの効果
を上回れば経済成長率が上昇し、反対に Aと
Bの効果がCの効果を下回れば経済成長は低
下することとなる。 
 
以上のように企業のライフサイクルを明
示的に導入した内生成長モデルの構築によ
り、競争促進政策のあり方（参入障壁の軽
減・市場製品競争の促進）が経済成長と企業
退出にどのような影響を与えるかについて
従来と比べより多様で詳細な分析が行える
ようになった。 
 
(3) 企業の生産費用に対する補助政策が企業
の市場退出と経済成長におよぼす影響 
この研究の派生的な分析として、企業の生
産費用への補助政策の企業の市場退出と経
済成長におよぼす影響の効果分析がある。 
得られた結果は以下の通りである。生産費
用に対する補助政策は、企業の市場退出率に
は影響を及ぼさないが、経済成長率は低める。
この結果が生じるメカニズムは、以下の通り
である。まず、生産費用に対する補助は、企
業の独占利潤を高める要因となるが、これは
同時に新企業の市場参入も促す。これは企業
の独占利潤を低める要因となるため、この２
つの要因が相殺されて企業の市場退出率は
下と同じ水準となる。また新企業の市場への
参入は、既存企業の 1企業当たりの占有率も
低める。これが、技術開発の限界価値を低下
させ、経済成長率の低下を引き起こす。 
以上の結果は、企業の独占利潤の上昇によ
り退出率と経済成長率を高めるとの単純な
直感に反しており興味深い結果である。 

 
(4) 貿易の自由化が企業の市場退出と経済成
長におよぼす影響 
貿易の自由化が、企業の市場退出率と経済
成長率およぼす影響については、本研究期間
内に分析を終えることができず、今後の課題
として残された。 
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